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（訂正・数値データ訂正）「2023年３月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正に関するお知らせ 

 

 

2022年11月14日に公表いたしました「2022年３月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部に訂正があ

りましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 また、数値データにも訂正がありましたので、訂正後の数値データも送信いたします。 

 

記 

 

１. 訂正の内容と理由 

当社は、メキシコの連結子会社の2022年度期末決算において、決算・財務報告プロセスにおける、各決算処理の手

続及び正確性を確認する手続の整備・運用が不十分であったことなどに起因した、製造原価及び買掛金の計上誤りや

棚卸資産の評価誤り等の相当数の誤りがあったことが、監査法人の監査の過程で判明いたしました。その要因として

は、新システム変更時の検証不足、人員不足、経理スキルの不足等が挙げられます。なお、上記の誤りは2023年５月

15日に開示済の「2023年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」に適正に反映いたしました。 

一方で、各四半期への金額影響を検証しましたところ、影響が大きいと判断したため、監査法人と協議を行い、訂

正することといたしました。これに伴い、当連結会計年度の第１四半期から第３四半期に係る決算短信の該当箇所を

訂正いたします。 

本日の訂正開示までに時間を要した理由としましては、上記の相当数の誤りの発生した時期を一つ一つ確認し、適

正な四半期期間に計上するための検証を実施していたこと、および同時に訂正開示いたしました各四半期報告書に対

して監査法人のレビューを受けていたことによります。 

 

２. 訂正箇所 

訂正箇所が多数に及ぶため、訂正後の全文を添付し、訂正箇所に下線を付して表示しております。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  
 2023年３月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕(連結)  
 

2022年11月14日
 
上 場 会 社 名 河西工業株式会社 上場取引所 東
 
コ ー ド 番 号 7256 URL http://www.kasai.co.jp/ 
 
代  表  者 (役職名) 代表取締役社長 社長役員 (氏名) 渡邊 邦幸   
問合せ先責任者 (役職名) 取締役 専務役員 (氏名) 半谷 勝二 (TEL) 0467-75-1125 
 
四半期報告書提出予定日 2022年11月14日 配当支払開始予定日 － 
 
四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 無   
 
四半期決算説明会開催の有無 ： 無   

 
  

(百万円未満切捨て)

１．2023年３月期第２四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年９月30日） 

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)
 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2023年３月期第２四半期 76,798 2.3 △10,015 － △8,433 － △7,537 － 

2022年３月期第２四半期 75,064 － △4,394 － △3,323 － △5,962 － 
 
(注) 包括利益 2023年３月期第２四半期 △3,524百万円( －％) 2022年３月期第２四半期 △2,529百万円( － ％)
  

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 円 銭 円 銭 

2023年３月期第２四半期 △194.79 － 

2022年３月期第２四半期 △154.10 － 
  

(注)「収益認識に関する基準」（企業会計基準第29号 2021年３月31日）等を前第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、

2022年３月期第２四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、当該会計基準等の適用により
大きな影響の生じる売上高は、対前年同四半期増減率は記載しておりません。 

 

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

2023年３月期第２四半期 154,350 26,771 11.1 

2022年３月期 142,926 31,797 15.6 
 
(参考) 自己資本 2023年３月期第２四半期 17,077百万円  2022年３月期 22,334百万円 
  

 
 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2022年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

2023年３月期 － 0.00    

2023年３月期(予想)   － 0.00 0.00 
 
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 
    

 
  

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日） 
 

 
(％表示は、対前期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 187,400 27.1 △12,600 － △12,700 － △13,500 － △348.90 
 
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有 
  

 
  



 

 

※ 注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無 
 

  (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 
  

 
  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 
  

 
  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

④ 修正再表示 ： 無 
  

 
  

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期２Ｑ 39,511,728株 2022年３月期 39,511,728株 

② 期末自己株式数 2023年３月期２Ｑ 818,664株 2022年３月期 818,664株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期２Ｑ 38,693,064株 2022年３月期２Ｑ 38,693,146株 
  

(注)「株式会社日本カストディ銀行（信託口）」が保有する当社株式を、期末自己株式数に含めております。(2023年

３月期２Ｑ155,429株、2022年３月期155,429株) 

また、「株式会社日本カストディ銀行（信託口）」が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除

する自己株式に含めております。(2023年３月期２Ｑ155,429株、2022年３月期２Ｑ155,429株) 

 
  

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 

資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第２四半期連結累計期間の世界経済は、米国内需が総じて弱くマイナス成長となり、中国は上海ロックダウンの

影響によって低成長となるなど、景気回復ペースが鈍化しており、いずれの地域でも、ウクライナ危機などによるイ

ンフレや金融引き締めの影響などで一段の減速が見込まれるなど、先行きは不透明な状況が続いております。 

我が国経済におきましても、景気は緩やかに持ち直しているものの、ウクライナ危機の緊迫化による資源価格上昇

や円安による物価上昇が景気悪化させるリスクが懸念されます。 

こうした中、当社グループの関連する自動車業界は、自動車の生産制約の影響が薄らぎつつあることなどを受けて

持ち直している一方で、金利上昇による世界経済の減速、新型コロナウイルスの新型種の発生・拡大、資源価格高の

継続、世界的な物流の混乱の再発や人手不足による供給制約などが懸念されております。 

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は、767億98百万円と前年同四半期に比べ17億33百万円（＋

2.3％）の増収となりました。営業損失は100億15百万円(前年同四半期は43億94百万円の営業損失)、経常損失は84億

33百万円(前年同四半期は33億23百万円の経常損失)、親会社株主に帰属する四半期純損失は、75億37百万円(前年同

四半期は59億62百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失)となりました。 

 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

（日本） 

新型コロナウイルス感染症の影響があった昨年に比べ主要得意先の生産台数が増加したことにより、売上高は

20,386百万円と前年同四半期比38億32百万円の増収（＋23.2％）となりましたが、セグメント損失は４億26百万円

（前年同四半期はセグメント損失10億４百万円）となりました。 

（北米） 

主要得意先の生産台数の増加や為替の影響により、売上高は352億４百万円と前年同四半期比43億42百万円の増

収（＋14.1％）となりました。しかしながら、原油価格上昇に伴う原材料費の高騰や外部環境の変化による物流費

及び労務費の上昇に加えて、新規車種立ち上げ関連費用の増加、為替の影響により、セグメント損失は105億１百

万円（前年同四半期はセグメント損失45億97百万円）となりました。 

（欧州） 

部品供給問題の影響による生産台数の減少や、欧州地域の工場の閉鎖並びに拠点解散に伴い売上が減少したため、

売上高は84億31百万円と前年同四半期比56億90百万円の減収（△40.3％）となり、セグメント損失は７億19百万円

(前年同四半期はセグメント損失９億80百万円）となりました。 

（アジア） 

昨年と比較し、部品供給問題の影響による生産台数の減少により、売上高は127億75百万円と前年同四半期比７

億51百万円の減収（△5.6％）となり、セグメント利益は15億97百万円と前年同四半期比１億99百万円の減益（△

11.1％）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

総資産は1,543億50百万円と前連結会計年度末に比べ、114億23百万円の増加（＋8.0％）となりました。この主

な要因は、現金及び預金が59億79百万円増加、有形固定資産が33億97百万円増加、原材料及び貯蔵品が７億82百万

円増加したことによるものであります。 

（負債） 

負債は1,275億78百万円と前連結会計年度末に比べ、164億49百万円の増加（＋14.8％）となりました。この主な

要因は、長期借入金が50億36百万円減少したものの、短期借入金が133億12百万円増加、支払手形及び買掛金が41

億56百万円増加したことによるものであります。 

（純資産） 

純資産は267億71百万円と前連結会計年度末に比べ、50億26百万円の減少（△15.8％）となりました。この主な

要因は、為替換算調整勘定が26億31百万円増加したものの、利益剰余金が75億37百万円減少したことによるもので

あります。 
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キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前年同四半期に比べ104億65百万円増加し315億68百万

円となりました。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費35億82百万円、売上債権の減少20億56百万円等による資金の

増加があり、一方で、税金等調整前四半期純損失56億１百万円、有形固定資産売却損益23億40百万円、法人税等の

支払い14億74百万円等により、15億99百万円の支出（前年同四半期は67億13百万円の収入）となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出14億35百万円等による資金の減少があり、

一方で、有形固定資産の売却による収入33億１百万円、投資有価証券の売却による収入９億99百万円等により、26

億57百万円の収入（前年同四半期は22億38百万円の支出）となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出60億59百万円、非支配株主への配当の支払

額15億１百万円等による資金の減少があり、一方で、短期借入金の増加100億98百万円等により、19億73百万円の

収入（前年同四半期は42億64百万円の支出）となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 2023年３月期の通期（2022年４月１日～2023年３月31日）の連結業績予想につきましては、2022年５月16日に公表

いたしました予想値を修正しております。通期連結業績予想の詳細は、本日発表の「2023年３月期通期連結業績予想

の修正に関するお知らせ」をご参照願います。 

  

（通期連結業績予想） 

 売上高               187,400百万円 

 営業利益             △12,600百万円 

 経常利益              △12,700百万円 

 親会社株主に帰属する当期純利益  △13,500百万円 

 

 ※上記の業績予想につきましては、当社が現時点までに入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業

績は、今後の様々な要因によって上記予想と異なる可能性があります。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記 

（１）四半期連結貸借対照表 
           (単位：百万円) 
          

前連結会計年度 
(2022年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(2022年９月30日) 

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 27,939 33,918 

  受取手形及び売掛金 25,241 24,239 

  製品 1,490 2,071 

  仕掛品 11,412 11,792 

  原材料及び貯蔵品 7,912 8,694 

  その他 6,829 8,042 

  貸倒引当金 △0 △172 

  流動資産合計 80,824 88,586 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 48,709 53,411 

    減価償却累計額 △26,963 △29,879 

    減損損失累計額 △1,009 △1,067 

    建物及び構築物（純額） 20,737 22,464 

   機械装置及び運搬具 82,115 94,400 

    減価償却累計額 △60,678 △69,480 

    減損損失累計額 △6,680 △7,616 

    機械装置及び運搬具（純額） 14,756 17,303 

   工具、器具及び備品 24,286 28,637 

    減価償却累計額 △21,175 △24,975 

    減損損失累計額 △207 △252 

    工具、器具及び備品（純額） 2,902 3,409 

   土地 7,783 7,460 

   建設仮勘定 4,810 3,750 

   有形固定資産合計 50,990 54,388 

  無形固定資産   

   のれん 82 0 

   その他 319 259 

   無形固定資産合計 401 259 

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,806 4,524 

   その他 5,905 6,592 

   貸倒引当金 △1 △1 

   投資その他の資産合計 10,710 11,115 

  固定資産合計 62,102 65,763 

 資産合計 142,926 154,350 
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           (単位：百万円) 
          

前連結会計年度 
(2022年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(2022年９月30日) 

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 22,500 26,657 

  短期借入金 45,350 58,662 

  未払法人税等 1,128 915 

  賞与引当金 761 970 

  その他 13,173 17,007 

  流動負債合計 82,915 104,213 

 固定負債   

  長期借入金 23,172 18,135 

  退職給付に係る負債 180 200 

  その他 4,861 5,029 

  固定負債合計 28,214 23,365 

 負債合計 111,129 127,578 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,821 5,821 

  資本剰余金 5,652 5,652 

  利益剰余金 12,211 4,674 

  自己株式 △535 △535 

  株主資本合計 23,150 15,613 

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 651 366 

  為替換算調整勘定 △2,303 328 

  退職給付に係る調整累計額 835 769 

  その他の包括利益累計額合計 △816 1,464 

 非支配株主持分 9,463 9,693 

 純資産合計 31,797 26,771 

負債純資産合計 142,926 154,350 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第２四半期連結累計期間 

           (単位：百万円) 
          

前第２四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

 至 2021年９月30日) 

当第２四半期連結累計
期間 

(自 2022年４月１日 
 至 2022年９月30日)

売上高 75,064 76,798 

売上原価 71,178 77,586 

売上総利益又は売上総損失（△） 3,886 △788 

販売費及び一般管理費 8,281 9,227 

営業損失（△） △4,394 △10,015 

営業外収益   

 受取利息 199 164 

 受取配当金 52 52 

 持分法による投資利益 173 214 

 為替差益 505 1,406 

 補助金収入 338 195 

 その他 107 99 

 営業外収益合計 1,376 2,133 

営業外費用   

 支払利息 282 419 

 借入手数料 － 91 

 その他 22 39 

 営業外費用合計 304 551 

経常損失（△） △3,323 △8,433 

特別利益   

 固定資産売却益 5 2,344 

 投資有価証券売却益 － 525 

 特別利益合計 5 2,869 

特別損失   

 固定資産売却損 2 3 

 固定資産除却損 19 10 

 事業整理損 1,399 － 

 減損損失 － 22 

 その他 7 1 

 特別損失合計 1,428 37 

税金等調整前四半期純損失（△） △4,746 △5,601 

法人税、住民税及び事業税 1,201 1,079 

法人税等調整額 △568 301 

法人税等合計 632 1,380 

四半期純損失（△） △5,379 △6,981 

非支配株主に帰属する四半期純利益 583 555 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △5,962 △7,537 
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四半期連結包括利益計算書 

第２四半期連結累計期間 

           (単位：百万円) 
          前第２四半期連結累計期間 

(自 2021年４月１日 
 至 2021年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2022年４月１日 

 至 2022年９月30日) 

四半期純損失（△） △5,379 △6,981 

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △10 △285 

 為替換算調整勘定 2,856 3,422 

 退職給付に係る調整額 △157 △66 

 持分法適用会社に対する持分相当額 161 386 

 その他の包括利益合計 2,850 3,457 

四半期包括利益 △2,529 △3,524 

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △3,690 △5,256 

 非支配株主に係る四半期包括利益 1,161 1,732 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
           (単位：百万円) 
          前第２四半期連結累計期間 

(自 2021年４月１日 
 至 2021年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2022年４月１日 

 至 2022年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △4,746 △5,601 

 減価償却費 3,642 3,582 

 減損損失 － 22 

 のれん償却額 79 84 

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △432 △115 

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △39 △3 

 引当金の増減額（△は減少） △195 333 

 受取利息及び受取配当金 △251 △216 

 支払利息 282 419 

 持分法による投資損益（△は益） △173 △214 

 補助金収入 △338 △195 

 有形固定資産売却損益（△は益） △2 △2,340 

 有形固定資産除却損 19 10 

 投資有価証券売却損益（△は益） － △525 

 事業整理損 1,399 － 

 売上債権の増減額（△は増加） 10,564 2,056 

 棚卸資産の増減額（△は増加） 1,333 951 

 仕入債務の増減額（△は減少） △5,220 1,752 

 未払金の増減額（△は減少） 4,190 54 

 その他 △2,652 △216 

 小計 7,457 △163 

 利息及び配当金の受取額 357 254 

 利息の支払額 △270 △409 

 補助金の受取額 263 193 

 法人税等の支払額 △1,094 △1,474 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 6,713 △1,599 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1,676 △2,207 

 定期預金の払戻による収入 1,759 2,008 

 有形固定資産の取得による支出 △2,735 △1,435 

 有形固定資産の売却による収入 408 3,301 

 投資有価証券の取得による支出 △3 △3 

 投資有価証券の売却による収入 － 999 

 その他 7 △6 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,238 2,657 
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           (単位：百万円) 
          前第２四半期連結累計期間 

(自 2021年４月１日 
 至 2021年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2022年４月１日 

 至 2022年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 640 10,098 

 長期借入れによる収入 3,333 － 

 長期借入金の返済による支出 △5,829 △6,059 

 リース債務の返済による支出 △709 △818 

 非支配株主への配当金の支払額 △1,700 △1,501 

 セール・アンド・リースバックによる収入 － 254 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △4,264 1,973 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,399 2,494 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,609 5,526 

現金及び現金同等物の期首残高 19,493 26,042 

現金及び現金同等物の四半期末残高 21,103 31,568 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

 該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

(米国財務会計基準審議会会計基準編纂書(ASC)第842号「リース」の適用) 

米国会計基準を採用している在外連結子会社において、第１四半期連結会計期間より、ASC第842号「リース」を

適用しております。これにより、当該在外連結子会社における借手のリース取引については、原則として全てのリ

ースを貸借対照表に資産及び負債として計上することといたしました。当該会計基準の適用にあたっては、経過措

置で認められている、当該会計基準の適用による累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用しております。 

なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用) 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることといたしました。これによる、四半期連結財務諸表への影響はありません。 

 

（追加情報） 

(新型コロナウイルス感染症拡大及び半導体供給不足に伴う会計上の見積り) 

当第２四半期連結累計期間において、固定資産の減損等の会計上の見積りをするにあたり、前連結会計年度の有

価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症及び半導体供給問題の影響に関す

る仮定に重要な変更はありません。 

 

(連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用) 

当社及び国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しており

ます。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度

を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日。以下「実務対応報

告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の

適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。 
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(財務制限条項) 

(1)当社が2022年５月26日に締結したシンジケートローン契約には、以下の財務制限条項が付されております。 

① 2022年５月末日を初回とし、各暦月末日における単体の貸借対照表における現金及び預金（現金同等物を

含まない。）の合計額に、借入人の相手方当事者としての金融機関が貸付義務を有するコミットメント

ライン契約の未使用貸付極度額を加算した金額を20億円以上に維持する。 

② 2023年３月期の第２四半期末日及び決算期末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を

2022年３月期比75％以上に維持する。 

(注) 本財務制限条項に加えて、当社の現預金残高を一定金額以上に維持する要件があります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間末において上記財務制限条項には抵触しておりません。 

 この契約に基づく借入金残高は次のとおりであります。 

 前連結会計年度 

(2022年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 

 (2022年９月30日) 

借入金残高 －百万円 25,166百万円 

 

(2)当社が2022年９月30日に締結した当社所有の寒川工場を担保としたコミットメントライン契約には、以下の

財務制限条項が付されております。 

① 2022年10月末日を初回とし、各暦月末日における単体の貸借対照表における現金及び預金（現金同等物を

含まない。）の合計額に、借入人の相手方当事者としての金融機関が貸付義務を有するコミットメント

ライン契約の未使用貸付極度額を加算した金額を20億円以上に維持する。 

② 本契約締結日以降の決算期（第２四半期を含む）の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の

金額を2022年３月期比75％以上に維持する。 

 なお、当第２四半期連結会計期間末において上記財務制限条項には抵触しておりません。 

 この契約に基づく貸出コミットメントの総額及び借入実行残高は次のとおりであります。 

 前連結会計年度 

(2022年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 

 (2022年９月30日) 

貸出コミットメントの総額 －百万円 4,500百万円 

借入実行残高 －百万円 －百万円 

差引 未実行残高 －百万円 4,500百万円 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自  2021年４月１日  至  2021年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント 

調整額 
(注)１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)２ 

日本 北米 欧州 アジア 計 

売上高        

  外部顧客への売上高 16,553 30,861 14,122 13,527 75,064 － 75,064 

  セグメント間の内部
売上高又は振替高 

4,133 － 26 429 4,589 △4,589 － 

計 20,686 30,861 14,149 13,956 79,654 △4,589 75,064 

セグメント利益又は損
失(△) 

△1,004 △4,597 △980 1,797 △4,785 390 △4,394 

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額390百万円は、セグメント間取引消去であります。 

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

 

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自  2022年４月１日  至  2022年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント 

調整額 
(注)１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)２ 

日本 北米 欧州 アジア 計 

売上高        

  外部顧客への売上高 20,386 35,204 8,431 12,775 76,798 － 76,798 

  セグメント間の内部
売上高又は振替高 

2,032 － 0 435 2,468 △2,468 － 

計 22,419 35,204 8,432 13,210 79,266 △2,468 76,798 

セグメント利益又は損
失(△) 

△426 △10,501 △719 1,597 △10,049 34 △10,015 

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額34百万円は、セグメント間取引消去であります。 

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

当第２四半期連結累計期間において、固定資産に係る重要な減損損失の認識はありません。 

 

（収益認識関係） 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 
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３．その他 

継続企業の前提に関する重要事象等 

当社は、前連結会計年度において新型コロナウイルス感染症の感染拡大や半導体供給不足等の影響により２期連続

で営業損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間においても、依然として営業損失100億15百万円を計上して

いること等から、前連結会計年度に引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し

ているものと認識しております。このような状況に対して、既に拠点の統廃合や人員削減による固定費削減等を実施

したほか、グループ全体での生産体制の最適化を推し進め収益力改善に取り組んでおります。これらの施策に加え、

資金繰り改善のためのバックアッププランとして、2022年８月に当社グループの河西サポートサービス株式会社の綾

瀬工場の土地を売却し、2022年９月に当社所有の寒川工場を担保として新たに45億円のコミットメントライン契約を

締結いたしました。また、当第２四半期連結累計期間における固定資産の売却による収入の合計は、綾瀬工場の土地

の売却を含め約33億となりました。このように、急速な外部環境の変化に対応するため手元流動性を高めており、当

第２四半期連結会計期間の末日現在においてコミットメントライン契約の未使用枠を合計75億円保持しております。

なお、各取引金融機関との間で締結している借入契約等の一部には財務制限条項が付されておりますが、当第２四半

期連結会計期間末においては抵触しておりません。今後の事業環境次第では当連結会計年度末において抵触する可能

性はありますが、各取引金融機関とは定期的に協議を行う等により緊密な連携を続けており、今後も継続的な支援が

得られるものと考えております。以上により、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断し

ております。 

 

 


